
第２７回国土交通省政策評価会 

平成２４年４月１９日 

 

 

【大竹企画専門官】  それでは、先生方おそろいのようですので、ただいまから第２７

回国土交通省政策評価会を開催させていただきます。 

 本日はご多忙のところ、先生方にはご出席いただきまして、まことにありがとうござい

ます。 

 なお、工藤委員、白山委員につきましては、本日ご欠席の連絡をいただいております。 

 また、今回も、政策評価に関する情報の公表に関するガイドラインにのっとり、傍聴可

能な会場設定としておりますので、ご理解賜りたいと存じます。 

 それでは、まず、前回の評価会から事務局に異動がありましたので、最初にご紹介させ

ていただきます。 

 田中政策統括官でございます。 

【田中政策統括官】  政策統括官の田中でございます。よろしくお願いいたします。 

【大竹企画専門官】  それでは、津島大臣政務官からご挨拶を申し上げます。 

【津島大臣政務官】  おはようございます。私は、国土交通大臣政務官の津島恭一でご

ざいます。今日は、委員の皆様には、お忙しいところ、ほんとうにありがとうございまし

た。一言ご挨拶を申し上げたいと思います。 

 まず、上山座長をはじめ評価会の皆様には、日ごろからいろいろな意味でのご助力、ご

助言をいただいていますことに、改めて感謝を申し上げたいと思います。そしてまた、国

土交通省におきましては、本年２月の政策レビューに関する検討会におきまして、大臣政

務官が中心となりまして、平成２３年度の各テーマの最終的な取りまとめ方針につきまし

て審議を行いまして、３月に取りまとめを行い、そして公表したところでございます。 

 本日の政策評価会は、今年度に取りまとめる政策レビューの取り組み方針につきまして

ご審議をいただきたいと思っております。本年度はテーマ数も８件と、昨年に引き続き多

いテーマでございますけれども、いずれも大変重要なテーマであります。さらに、現在、

策定作業が進んでいる次期社会資本整備重点計画につきましても、政策評価との関係が深

いことから説明をさせていただきたいと思っております。 

 引き続き熱心なご議論を賜りますとともに、今後とも国土交通省の政策評価制度の継続

 -1-



的な改善にご助言を賜りますことを心からお願い申し上げまして、まことに簡単でござい

ますが、ご挨拶とかえさせていただきます。どうぞよろしくお願いいたします。 

【大竹企画専門官】  どうもありがとうございました。 

 ここで、まことに申しわけございませんが、津島大臣政務官は、この後、公務のため退

席させていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、議事に入ります前に、資料の確認をさせていただきます。事前にお送りした

ものから、新たに本日追加した資料も少々ございます。 

 本日、資料が大部にわたるんですけれども、まず、真ん中に置いてあります本体資料で

ございますが、議事次第がございまして、その次に、資料一覧に全体が記載してございま

す。委員名簿。座席表。 

 それから、資料１－①でございますが、これは委員限りということで、左側に白版で２

冊、政策レビュー評価書というのを積んでございます。資料１－②が、もとに戻りまして、

真ん中の冊子でございますが、目標管理型の政策評価の改善方策の概要、１－③、現行の

社会資本整備重点計画と政策評価の関係、１－④、社会資本整備重点計画の見直しについ

て、１－⑤、「重点目標と関連する事業・施策の概要」たたき台でございます。 

 資料２－①から③が、一つのホチキスでとじられておりますが、２４年度政策評価のス

ケジュール、平成２４年度政策レビューテーマ一覧、政策レビューテーマ一覧となってお

ります。 

 その後の資料３－①から⑧までが、個別のレビューのテーマでございまして、Ａ４横で

ホチキスどめされてございます。①から順に、緊急地震速報の利用の拡大、新たな船舶交

通安全政策の推進、技術研究開発の総合的な推進、トン数標準税制の導入による安定的な

国際海上輸送の確保、航空自由化の推進、環境政策の推進、国土形成計画、新たな北海道

総合開発計画の中間点検の８つとなっております。 

 また、委員の方々のみの配付ですが、資料番号を振っていない参考資料といたしまして、

一番下に、社会資本整備重点計画、現行の重点計画でございますが、白版、あと右側のほ

うに積んでございますのは、過去の政策レビュー評価書などの参考資料を積んでございま

す。 

 最後に、委員の方々のお席に、本日の最後に、各テーマの審議のときに発言できなかっ

た意見をご記入いただくための「テーマ別意見記載用紙」をお配りしておりますので、ご

確認いただければと思います。 
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 そのほか、抜けている資料等はございますか。よろしいでしょうか。 

 それでは、議事に入らせていただきます。 

 今後の議事進行は、上山座長にお願いしたいと思います。 

【上山座長】  おはようございます。今日は前半が報告事項で、過去の政策レビューの

動き、その他についてご報告いただき、その後、本題の政策レビューということで、まず、

報告事項からお願いします。 

【渡邉政策評価企画官】  それでは、報告事項の１番目ですけれども、右のほうに大き

く積ませていただきました、平成２３年度の３月に取りまとめられた政策レビューの評価

書でございます。 

 １－①、最初を開いていただきますと、テーマが左側に並んでございます。仕事の進め

方から市町村の防災判断を支援する気象情報の充実まで８テーマ、昨年度個別指導と、こ

の評価会でのご意見を踏まえて取りまとまったものでございます。上の３題、仕事の進め

方から指定法人までが１分冊になってございまして、残りのバリフリから気象情報までが

２分冊のほうにまとめられてございます。 

 皆さんのご指導のもと、大変分厚くなってございますけれども、取りまとめることがで

きました。ありがとうございました。今年も８題ほどございますので、またいろいろお世

話になりますが、よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

【大竹企画専門官】  続きまして、報告事項②でございます。お手元の資料１－②、目

標管理型の政策評価の改善方策の概要、Ａ４横の資料でございますが、こちらをご覧くだ

さい。 

 これは、総務省行政評価局のホームページにおきまして先日、３月２７日に公表された

資料でございます。委員の皆様方には従来からお知らせしておりましたとおり、目標管理

型の政策評価、いわゆる施策レベルの政策の事後評価につきましては、平成２３年度より

試行的取り組みが行われてまいりましたが、このたび、平成２４年度からの取り組み方策

が決定されましたので、ご報告させていただいています。 

 ページ１にありますとおり、今回の改善の視点でございますが、政策体系、ミッション

の明確化とかＰＤＣＡサイクルを通じたマネジメントの向上、説明責任の徹底、行政事業

レビューとの連携の確保等がございます。 

 内容でございますが、改善のポイントにございますように、大きく２点ございます。 
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 １点目は、いわゆる事前分析表の導入でございまして、お手数ですが、８ページに様式

がございますので、こちらを見ながらお聞きいただければと思いますけれども、これは施

策の実施の前に施策目標を公表して、その目標と各達成手段（事務事業）との関係を整理

する表というものでございます。今回、各府省共通の標準的な様式の導入によって、統一

性・一覧性を確保するということになってございます。この事前分析表自体は、いわゆる

評価書ではなくて、事後評価に当たっての事前の整理という趣旨になります。 

 国土交通省におきましても、昨年度、この様式に従って試行版を事務的に策定いたしま

したけれども、いろいろ総務省と調整いたしまして、実施時期とか様式に一定のカスタマ

イズも認められるということで、今年度以降、既存の資料を活用しつつ、事前分析表を作

成していく予定でございます。 

 １ページに戻っていただきまして、２点目ですが、評価書の標準様式の導入、これもペー

ジ９に標準的な様式が記載されております。評価書について各府省共通の様式を導入して、

統一性・一覧性を確保するということでございますが、この様式を見ていただければわか

りますとおり、国土交通省においても、昨年度から政策チェックアップの、いわゆる施策

レベルの評価書をほぼこの様式に沿って作成しているところでございますので、この意味

では対応済みという内容でございます。 

 以上が報告事項②になります。 

 続きまして、報告事項③、社会資本整備重点計画の見直しでございます。 

 お手元の資料１－③をご覧いただきたいと思います。現在、重点計画の見直し作業が進

んでおりまして、先ほどの政務官からのご挨拶にもございましたように、重点計画と政策

評価の関係が深いということで、本日、報告事項として議事に入れさせていただいており

ます。 

 総合政策局の政策課からのご説明に先立ちまして、資料１－③、現行の重点計画が左側

でございます。これが現行重点計画の体系でございまして、紙面の都合上、指標は抜粋と

させていただいておりますが、右側が政策評価の事後評価実施計画となります。両者の関

係ですが、重点計画の事後評価というものを政策チェックアップ手法によって行っている。

法律上は、真ん中の括弧の中にございますが、重点計画法において、重点計画の社会資本

整備事業を行政評価法上の事後評価の対象にする、重点目標に照らして事後評価を行う旨

が規定されてございます。 

 これを踏まえまして、現行の重点計画の指標につきましては、政策チェックアップの業
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績指標として、原則すべてこの実施計画に盛り込まれております。平成２１年の実施計画

ベースでございますと、２３６の指標がありますが、その中で５９の指標、右側の部分で

すと太字の下線になりますが、２３６のうちの５９が重点目標に係る指標ということにな

ってございます。 

 それでは、政策課の金井参事官のほうから、ご説明よろしくお願いいたします。 

【金井参事官】  それでは、社会資本整備重点計画を担当しております、総合政策局の

参事官をしております金井と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 資料１－④と、⑤というのもついておりますけれども、これを使いまして、今の社会資

本整備重点計画の見直しの状況をご説明申し上げたいと存じます。現行計画は平成２４年

度までということで、今年度までの計画になっておりますが、見直しは一昨年から始めて

おりまして、１年前倒しの予定で今、検討を進めているところでございます。現在の状況

でございますけれども、おおむね全体像が見えてきたところということで、今ご説明があ

りましたように、指標の部分がまだ今後の検討課題として残っております。ということで、

そういう前提でご説明を申し上げます。 

 資料１－④の１ページをご覧いただきたいと存じます。現在検討しております新しい社

会資本整備重点計画の全体像をここにお示しさせていただいているところでございます。 

 全体の構造としましては、現状とその対応について、全体を俯瞰するとともに、２.社会

資本整備のあるべき姿、もともと社会資本整備重点計画というのは５年の計画期間を持っ

ている計画でありますが、それを検討するに当たって、中長期の社会資本整備の方向性を

示そうということで、２.を新たに、今回の重点計画の中でお示しさせていただくというこ

とで、そのための事業・施策というのをプログラムという形でまとめをさせていただいて

おります。 

 ３.の部分が、まさにチェックアップの対象になります重点目標とその事業・施策であり

ます。今回は、「選択と集中」ということで、その基準を設けようということで、４つの

基準を設けまして、それに従いまして、重点目標と関連する事業・施策をまとめていこう

ということで、今回ご説明申し上げる部分でございます。 

 ４点目に、計画の実効性を確保する方策として、例えば審議会によるフォローアップと

か、それぞれさまざまな項目についてまとめているという現在の状況でございます。 

 資料１－④の２ページをご覧いただきたいと存じます。現在審議中の「重点目標と関連

する事業・施策の概要」についてご説明申し上げる部分でございますが、今回、重点目標
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は、「選択と集中」の基準というのを決めていただきましたので、それに合わせまして大

きく４つの重点目標を設定させていただいております。 

 第１点目が、まさに東日本大震災を受けまして、大規模又は広域的な災害リスクを低減

させるという大きな目標を掲げまして、この部分は大きく４つに分かれておりまして、耐

震化もしくはソフト対策、２点目が津波対策、高潮・侵食対策、３点目が治水と土砂災害

対策、４点目はリスク低減のための危機管理体制の強化という、４つの柱を立てておりま

す。 

 重点目標２としまして、産業・経済の基盤や国際競争力を強化するということで、１つ

目が、都市とか空港・港湾の機能拡充、それから、官民連携による海外プロジェクトの推

進であります。２点目が、逆に地域のほうの強みを引き出すということで、地域活力の維

持・向上になる、観光とか基幹となるネットワークの整備というものを掲げております。 

 重点目標３としまして、持続可能で活力ある国土・地域づくりの実現ということで、こ

れも３つに分けておりまして、１つ目が、エネルギー効率のよい暮らしのモデル形成と国

内外ということで、低炭素化、温室効果ガスの排出抑制、２点目が、高齢社会においても

安全・安心で暮らせる社会ということで、都市の集約化とかバリアフリー、交通安全、生

活環境の向上といったものを掲げております。３－３ということで、自然環境ということ

で生物多様性の保全、水循環の再生。 

 ４点目、最近、特にクローズアップされております維持管理についても大きな柱、この

４つの中の１つの柱として掲げていこうということで、今、検討しているところでござい

ます。 

 １－④の参考としまして、今、指標を検討中でございまして、指標についてどういう方

向性でやるかということをまとめさせていただいた部分でございます。昨年１１月に中間

取りまとめを行っておりまして、その中で、指標につきましては、これまでアウトカム指

標を提示してきたわけでございますが、今回の重点計画の見直しの発端になりましたのが、

その指標にわかりにくいものがあるということで、そういったものをわかりやすいものに

見直していったらどうかというご指摘を踏まえて進めているところでございまして、可能

なものにつきましては、各事業に関するアウトプットの指標も含めまして、国民にわかり

やすく提示していこうということで検討を進めているところでございます。 

 資料１－⑤が、前回の社会資本整備審議会・交通政策審議会の計画部会に出させていた

だきました、たたき台でございます。項目は、先ほどご説明申し上げたとおりであります
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が、例えば１ページ、２ページをご覧いただければおわかりいただけますように、ここに

指標がまだ入っていない状態で、施策・事業の概要だけを記述したものを前回、たたき台

としてご説明したところでありまして、委員の先生方からたくさんのご意見をいただいて

おりますし、指標を決めていくに当たって、それも参考にしまして、今後、指標を審議会

の中で検討していくといった状況でございます。 

 まだ指標が出ていないので、先ほども冒頭に申し上げましたように、チェックアップで

指標として使っていただくものを、こうなりましたというご説明ができないのは、今の段

階では、恐縮でございますけれども、また指標が決まりましたらご報告するという形で行

いたいと思っておりますので、よろしくお願い申し上げたいと存じます。 

【上山座長】  どうもありがとうございました。 

 以上３点は報告事項なので、特に議論というわけでもないのですが、最後のところにつ

いて、ちょっとコメントだけさせていただきたい。政策評価のチェックアップは従来、ア

ウトカムをわりあい重視してやっている。特に国交省は、複数省庁が一緒になったという

ことで、縦割りをできるだけやめていこう。国民の目、利用者から見てわかりやすい指標

をということで、アウトカムをかなり重視したチェックアップの体系になっている。過去

の経緯です。 

 一方で、特に各局の仕事ぶりを見るという意味で言うと、アウトカム指標だけではだめ

で、アウトプット指標がないとわかりにくい。こちらサイドもそう感じていたところなの

で、問題意識がうまく重なる形で整理できればいいと思っています。しかし、政策評価の

基本原則で、指標はできるだけ少なく、増やさないという現実もあります。そこら辺のす

り合わせを事務方のほうでよく議論していただきたい。 

 それでは、議題（２）に入ります。政策レビューは、今年度のいわばキックオフであり

まして、各テーマそれぞれ各局から、対象となる事業がどういう事業・政策なのかご説明

いただく。それから、どういう手法で評価するつもりか、方針をお聞きする。 

 各委員は、今日、お話を聞いただけでも気がつく点というのは、幾つかあると思います。

さっき事務局から説明がありましたように、発言時間が限られてしまうので、意見記載用

紙に、今後の進め方に関するご意見を自由に書いて残していただきたいと思います。実際

のところは後日、分担表を皆さんにお諮りして、決めて、１人、メーンが１個、サブがも

う一個という形で、２つぐらいの担当を決めまして、各局の皆さんと個別に議論をすると

いうことになると思います。 
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 ものによっては方針も定まっているし、このままやっていただいて、後半、今年下半期

に議論すればいいというものもあるかもしれませんし、そもそも評価方針そのものが立っ

ていないではないかと。引き続き、来週にでも個別に議論というものもあると思います。

そこら辺の見きわめは、今日、終わった後で整理をして、また、必要な局に関しては別途

打ち合わせをさせていただくということになりますので、よろしくお願いします。 

 それでは、当初の準備に沿って、説明をお願いします。 

【渡邉政策評価企画官】  それでは、個別のテーマの説明を始めさせていただきますが、

その前に、全体の話をちょっとさせていただきたいと思います。資料２－①に、今年度の

政策評価のスケジュールが書いてございます。今回、４月、☆のところに政策評価会と書

いてございますけれども、年間３回ほど政策評価会を開かせていただきたいと思います。

４月のこの政策評価会においては、レビューの今後の取りまとめ方針を議論していただく。

６、７月ぐらいに２回目を開かせていただきまして、そのときはチェックアップの議論を

していただく。１１月ぐらいに再度、評価会を開かせていただいて、それまでに、横に書

いてございますけれども、個別指導を評価会委員にお願いした結果として、ほぼレビュー

の評価を取りまとめたものにつきまして最終的な議論をいただいて、年度末にレビューを

まとめるという年間スケジュールになってございますので、たびたびお世話になると思い

ますけれども、よろしくお願いいたしたいと思います。 

 資料２－②が今年度の政策レビューテーマ一覧でございます。今年度も多うございまし

て、８テーマございます。説明につきましては、ここに書いています４つのグループに分

けて、説明をさせていただきたいと思います。最初に５分ほど、それぞれのテーマで説明

いただきまして、その後、１０分とか１５分ほど議論をいただくという形で、グループ毎

に進めていきたいと思ってございます。 

 資料２－③が、過去のレビューテーマ、平成１４年からやってございます。あと、今後、

平成２７年まで予定が定まってございますので、そのテーマの一覧が示してございますの

で、参考にしていただければと思います。 

 本日の進め方ですが、今申し上げたように、個別のテーマについては、各原局から５分

程度で説明をいただく。その後、質疑応答をやりたいと思います。説明につきましては、

申しわけないんですけれども、時間管理の関係上、そこに鈴がありますけれども、４分で

１鈴、５分で２鈴という時間を限った形で、簡潔にご説明をよろしくお願いいたします。 

 お手元の意見用紙につきましては、座長の言われたとおり、時間のないときには、そこ
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に書いていただければと思います。 

 それでは、個別のテーマの説明に進ませていただきたいと思います。１番目、緊急地震

速報の利用の拡大につきましては気象庁地震津波防災対策室長より、船舶交通安全政策の

推進につきましては海上保安庁交通部企画課長より、お願いしたいと思います。 

 緊急地震速報につきましては、本来、平成２２年度に一回取りまとめをやって、ほぼ取

りまとまったところでございますけれども、３・１１の地震を踏まえまして、２年間ほど

延ばした形で、取りまとめを延期させていただいたテーマでございます。あわせて、２題

目の船舶交通安全につきましては、平成１９年にほぼ似たテーマで政策レビューをしてご

ざいます。それにつきましては、右側にたくさん束がございますけれども、一番上に、「安

全性と効率性が両立した船舶交通環境の創出」ということで、平成１９年のレビューの評

価書が参考に置いてございますので、それも横目に見ながら説明を聞いていただければと

思います。 

 それでは、気象庁のほうから、説明をよろしくお願いいたします。 

【若山室長】  気象庁から、緊急地震速報の利用の拡大について、ご説明申し上げます。

資料は３－①でございます。ポンチ絵を使って説明させていただきます。 

 １枚めくっていただいて、「地震の監視と緊急地震速報」と書いてありますが、まず、

政策の概要でございますが、今回の評価の対象としましては、緊急地震速報によって、国

民がみずから身の安全の確保を図るという、緊急地震速報の利用の拡大を対象といたしま

した。気象庁は、全国で約１,０００カ所の地震計を使いまして２４時間体制で地震を監視

しております。地震が発生した際は、直ちに地震や津波に関する情報を発表しております

が、緊急地震速報は、まず気象庁が最初に発表する情報でございます。緊急地震速報は、

地震による強い揺れが来る前に、それを先にお知らせして、身の安全を確保していただこ

うという情報でございます。現状、地震の予知が非常に困難な現状でございますので、地

震の揺れが来る前に地震の発生を知ることができる唯一の情報でございますので、うまく

活用していただくと地震による被害を軽減することができる、非常に有効な情報だと思っ

ております。 

 ただ、その一方で、活用の仕方が少し難しい情報でございまして、まず、情報を聞いて

から強い揺れが来るまで、時間がわずかしかございません。数秒から１０秒程度でござい

ます。いわば寿命の非常に短い情報でございます。あっという間に強い揺れが来るかもし

れませんので、ふだんからどういう行動をするかということを決めておかないと、なかな
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かうまく活用できない。 

 また、地震発生直後の数秒間のわずかな観測データを使って予想しますので、どうして

もある程度誤差が生じてしまう。確実に予想が行えるというわけでもございません。場合

によって誤報も発生します。使い方の少し難しい情報でありますが、このような特徴を理

解していただいて、たまには誤報もありますが、うまく活用していただける人を増やすと

いう、これが今回の政策の概要でございます。 

 １枚めくっていただきまして、次に、政策の目標、必要性についてでございますが、緊

急地震速報は、今から４年半前の平成１９年１０月から情報発表を開始しております。情

報の発表状況を図の右下に示してございますが、この表は、かなり大きな地震、震度６弱

以上の地震に絞って示させていただいております。地震の発生状況といいますのは、年間、

震度５弱以上の地震というのは、通常の年ですと大体１０回ぐらい発生します。緊急地震

速報の発表状況でございますが、平成１９年度の業務開始から昨年の大震災までは、約４

年間で１７回でございました。この表では４回となっておりますけれども、震度５弱以上

の場合に発表しますので、１７回でございました。大体年３、４回のペースでございます。

それほど頻繁に発表するといった情報ではございません。 

 それが大震災以降、地震がとても活発化いたしまして、現在まで、震災以降１年間で１

０６回発表しております。このように緊急地震速報を見聞きされた方も大分増えてきてお

りまして、このような状況を踏まえて、今後の改善に向けて、評価するのにちょうどいい

時期じゃないかと考えております。 

 １枚めくっていただいて、評価の視点と今後の取り組みでございますが、ポンチ絵３枚

目でございます。緊急地震速報の利用拡大、これを支える施策としまして３つ洗い出しま

して、それをチェックすることとしました。 

 １点目ですが、緊急地震速報を利用していただくためには、我々の発表する情報が信頼

できるものであるということ、これが重要だと考えておりまして、このため、予想精度を

評価する。これが第１でございます。 

 ２点目が、速報は情報を発表してから強い揺れが来るまで、猶予時間はありませんので、

賞味期間といいますか、利用する意味のある有効期間の間に確実に伝達する、このための

取り組みがなされているか、これが２点目の評価のポイントでございます。 

 ３点目が、速報を、住民の皆さんが実際に身の安全を守る行動に移っていただかないと

意味がありませんので、情報を見聞きした際にうまく使っていただくための方策、国民へ
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の周知、その達成度をチェックするという３つの評価をさせていただいております。 

 取り組み状況でございますが、資料の中ほどに「取組の成果」と書いてありますが、実

は、今年２月に住民への意識調査を行いました。その結果をごく簡単に紹介させていただ

きます。 

 調査は、東北地方の揺れの強かった地域にお住まいの方８００名、これに加えて、全国

２,０００名の方に対して調査を行いました。緊急地震速報発表回数が格段に増えた方もあ

って、８割近くの方が、速報がどういうものかよくわかっております。行動をとっている

方も６割ぐらいいらっしゃるということがわかりましたが、ただ、行動の中身をよく見ま

すと、実際に安全と関係ない、例えばテレビをつけて情報を収集するとか、隣の人に知ら

せるとか、火を消すなどの行動を行っていることが見られます。身の安全を守るには、例

えば、うちにいる場合は安全な空間に移動すること、これが基本でございますが、今いる

場所が安全空間であれば、そのままじっとしておいたほうがいいんですが、ただ、どこが

安全な空間か、ふだんから考えておかないとわからないというところがありますので、こ

のあたりが課題かなと思っております。 

 今後の取り組みとしましては、さまざまな場面に応じた行動内容を周知・広報する。ま

た、とっさに行動ができるように繰り返し訓練をしていくことが重要と考えておりますの

で、そういったことを進めていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

【金子課長】  引き続きまして、海上保安庁でございます。資料３－②でございまして、

私どももポンチ絵で説明させていただきたいと思っております。 

 １枚めくっていただきますと、私ども海上保安庁の新たな船舶交通安全政策の推進とい

うことで、今回、政策レビューの対象としていただく政策をまとめさせていただいたもの

でございます。基本となりますのは、平成２０年６月、交通政策審議会によりまして、「新

交通ビジョン」という交通安全政策の答申をいただいております。 

 この答申の中で、それぞれ以下に掲げますような３つの指標、目標を掲げております。

衝突、乗揚げ海難を１５％程度減、それから、台風・異常気象下の港内における大型船舶

の海難をゼロにすること、それから、プレジャーボート海難にかかわります死者・行方不

明者を２０％程度減にすること、こういった５年後の目標を掲げまして、それを達成する

ための重点施策といたしまして、以下の５項目を私どもとして掲げたわけでございます。

それぞれの報告につきましては、次ページ以降、それぞれご説明、ペーパーがございます
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ので、そちらをご覧になっていただきたいと思います。 

 １枚めくっていただきますと、１番目のＡＩＳの活用を踏まえた航行安全対策・効率性

の向上というものでございます。ＡＩＳと申しますのは、「Automatic Identification 

System」と申しまして、平成２０年までに主な大型船につきまして義務づけが行われまし

た、船舶の航行に関する個別的な情報が画面上に映るような、船舶同士、あるいは船舶と

陸上の航行安全施設といったものが、それぞれ情報を交換できるようなシステムでござい

ます。こういったシステムによりまして、船舶の動向をより緊密に、より細かく把握する

ことができるようになりまして、そういった背景を受けまして、私ども、港則法、海上交

通安全法と申します海上の交通安全ルールを決めた法律でございますけれども、こういっ

た法律を改正することによりまして、より効果の高い安全情報を提供するような仕組みを

つくったわけでございます。こういったものがどのような成果としてあらわれているのか、

先ほど申し上げました指標をクリアするのかどうか、こういったことが指標のポイントに

なるということでございます。 

 １枚めくっていただきますと、その次の２つの柱、海難分析・対策立案機能の強化、そ

れから、地域特性に応じたきめ細かな海難防止活動の推進といったものでございます。こ

れは、主に船舶利用者に対しまして、その地域に応じた、利用者のニーズに応じた情報提

供活動をより強化していこうということを行ってきたものでございます。 

 あわせて、今まで各省庁が個別に対応してまいりました海上安全対策というものを、私

どもが音頭を取りまして、横の連絡を密にして、具体的には関係省庁連絡会議を催すこと

によりまして情報提供、あるいは横のつながりを深めることによって、より深い海上安全

対策をユーザーに対してとっていこうということを行ってきたわけでございます。 

 こういったそれぞれの取り組みがどの程度効果があったのか、こういったものにつきま

して効果測定を行っていきたいと思っております。特にユーザーに対する施策の効果測定

につきましては、アンケートを行うことによりまして、どの程度これが定着しているのか、

あるいは、どの程度有効性を意識してもらえるのかといったことを、アンケートを通じて

明らかにしていきたいと考えているところでございます。 

 それから、もう一枚めくっていただきますと、同じく、あと２つの柱、利用者の利便性

の向上に配慮した安全情報の提供、それから、最新の情報技術を活用した安全対策の推進

でございます。これは、ＩＴ技術の進展に伴いました情報提供手段、情報提供ツールの高

度化といったものを背景といたしましたホームページにおける情報提供の充実、あるいは
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電子海図などというものが今現在進められているわけでございますけれども、こういった

ものがどの程度有効になっているのかということ、それから、今後の展望のようなものに

ついても、何とかその方向性を出していきたいと思っているところでございます。 

 最後の１枚でございますが、これは、先ほど事務局のほうからもご説明がありましたと

おり、平成２０年から２４年まで、現在のビジョンということで答申をいただいておりま

すが、その前、平成１５年から１９年までも同じように、ビジョンという形で審議会答申

をいただいております。ざっくり申しますと、旧ビジョンは、ハードの整備を中心といた

しました答申でございます。現在行っておりますのは、ハード整備を基盤といたしました

ソフト対策の充実といったような性格になっていると考えております。 

 以上、海上保安庁でございました。よろしくお願いいたします。 

【上山座長】  ありがとうございました。 

 それでは、ちょっと時間が押しているので、細かいところは、できればメモに書いてい

ただいて、大もとのところ、こういう方針で作業をやっていっていいのかというところを

中心にお願いします。どなたからでもどうぞ。 

【山本委員】  海上保安庁ですが、有効性をアンケートで確認するというお話があった

のですが、そういう方法で可能なのですかね。よく理解できなかったですが。 

【金子課長】  特に施策の中で、例えばプレジャーボートなどの利用者に対する情報提

供というものが今回、非常に重要な点だと思っております。プレジャーボートを利用され

る方というのは、先ほど申しましたような、大型船が装備しているような機械はあまり装

備していない場合が多くございます。こういった方々に安全情報を提供する手段としては、

やはり地道な働きかけや、あるいはポスターなどを通じました周知といったことが中心に

なるわけでございますが、これはどうしても人の足、海上保安庁の足を使ったさまざまな

行動、あるいは運動になるわけでございます。 

 こういう施策になるわけでございますけれども、こういったものの効果といいますか、

定着度といったものをどのように計ればいいのかというところで、いろいろ苦労したわけ

でございますが、それはアンケートをすることによって、どの程度、理解度といったもの

が定着しているのかといったことを計っていくのが、まず一つのやり方ではないかと考え

たところでございます。 

【上山座長】  ほか、いかがですか。 

【田辺委員】  気象庁さんの地震速報の話でありますけれども、基本的に信頼性と伝達
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手段が確保されているか、それから周知・広報がなされているかという、３つの区分とい

うのはよくできていますし、大切なことだろうと思います。 

 ただ、これは数年前に、おそらく行政監察か何かのほうで、精度の問題というのはかな

り指摘して、その後、かなり向上したと思うのですけれども、アンケート調査で予想精度

の改善等を希望する声というのは、かなり外れていた時期のパターンかもしれないので、

現状の精度をどのぐらい、アンケート等で、理解しているかみたいなところはチェックし

ていただきたいなというのが１点。 

 ２点目は、国民への伝達手段の確保ですけれども、国民一般もあるのですけれども、他

方で、企業とか関係省庁のところというのはすごく大切になっているのではないかと思い

ますので、そこら辺の調査というか、把握して、どういう形の利用で、かつ、ボトルネッ

クはどこにあるのかといった点に関しても、できればきちっと対応していただければと思

います。 

 以上、２点ほど申し上げました。 

【上山座長】  ほか、どうですか。 

【佐藤委員】  緊急地震速報ですけれども、自分の経験を踏まえてですが、本震と余震

では多分、対応がかなり違っていて、本震というのは、日常の中で全く予想していないで

すよね。それで、何が起きたんだろうというふうにまずみんなが考えてしまう。余震は、

あの地震があったので、その後また余震が来るということについては、皆リスクは共有し

ていますので、認知は共有されているので、ある程度心の準備ができていて、また時間が

たつと、皆それを忘れていってしまうということになるので、多分、効果ということを考

えるときには、時間軸をとらえて考えていく必要があるのかなというのが、気象庁さんへ

のコメントです。 

 もう一つ、船舶の事故関係ですけれども、これは医療の事故でよくヒヤリ・ハットとい

う話があって、つまり、事故が起きたのは結果であって、小さなミスの積み重ねが事故と

いう重大な案件、イベントを引き起こすということなので、事故だけ見ていても原因がよ

くわからないことがあって、むしろ、例えば接触になりそうになったとか、流木にぶつか

りそうになったとか、そういうヒヤリのところも見ておかないと抜本的な対策はとれない

のかなという気がしました。 

【上山座長】  それでは、私も、個人的コメントですけれども、どちらも要因分析とい

いますか、目標達成のための手段というのはよく整理されていると思う。けれども、さっ
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きの田辺先生の、国民って、いわゆる国民だけじゃないでしょうという話と同じですけれ

ども、海上安全も、地震のほうも、実は関係者が、ものすごく幅広い。国交省の担当部局

だけじゃなくて、他の部局がある。それからマスコミとか、あと、さっきプレジャーボー

トのアンケートとおっしゃいましたが、海上保安官そのものがどう思っているか。いわゆ

るステークホルダーを定義して、それぞれにアンケートというよりは、聞き取りとか、生

の声みたいなものを集めてこないと、主催者側の自己点検に終わってしまって、政策レビ

ューにならない。 

 ステークホルダーの人たちがどういう問題意識を抱えているか。あるいは、そこがお金

を使ってやってくれていることもいっぱいあって、どういう努力をしているか。それらも

含めて評価していただきたい。とういのは、どっちもやっていること自体には間違いがあ

まり予想できない。緊急地震速報も、船舶安全もやったほうがいいに決まっている。 

 費用対効果という議論をしても、安全というところがあるわけですから、もっと安くや

れとかそういう議論にもならない。もっと効果的にという方を議論するしかない。そうす

ると、限られた担当部門の予算を使って最大の効果を発揮するということになる。だから、

ステークホルダーがどこまで理解して協力して動いているか、そこを分析しないと政策評

価にならない。 

 ということで、ステークホルダーの定義出しを、まずお願いしたい。 

 【渡邉政策評価企画官】  それでは、第２グループに進みたいと思います。 

 第２グループは技術開発の総合的な推進でございます。このテーマにつきましては、座

長への事前説明におきまして、個別研究等も含めてしっかり議論をしたいという意向を示

されてございます。これにつきましては、説明者は官房の技術調査課及び総政局技術政策

課、両課でございますので、両課のほうから１０分程度、説明していただいて、その後、

議論という形で進めていきたいと思います。 

 あと、参考ですけれども、右上のところに国土交通省の技術基本計画、平成２０年度に

策定したものの計画がございますので、それを参考に置いてございますので、それも横目

に見ながら進めていただければと思います。 

 それでは、両課、よろしくお願いいたします。 

【越智課長】  それでは、大臣官房技術調査課長の越智でございます。どうぞよろしく

お願いいたします。 

 資料３－③でございます。１枚目、テーマ「技術研究開発の総合的な推進」の対象政策
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の概要、目的、必要性等を書いてございます。次のページからご説明をさせていただきま

す。 

 まず、現行の国土交通省の技術基本計画の位置づけでありますが、真ん中に赤く書いて

ありますように、平成２０年度に策定してございます。一応、２０年度から２４年度まで

の５カ年の方針を示したものでございます。作成に当たりましては、第３期科学技術基本

計画と社会資本整備重点計画との整合を図りながら作成をしております。真ん中から下の

ところに、研究機関等による計画、方針、事業・施策部局の計画、方針へそれぞれ具体的

に落としていき、最終的には国民への成果、現場の改善に結びつけるという位置づけでご

ざいます。 

 次のページをご覧いただきたいと思います。現行の基本計画の全体概要でございます。

左側に、目指すべき社会を実現するための技術研究開発の明示、右側に、それを推進する

ための仕組みの構築と、大きく２つに分けてございます。 

 まず、左側の目指すべき社会を実現するための技術研究開発の明示でございますが、目

指すべき社会、どういう社会を目指していくか、それに向けた取り組みは何かということ

で、４つ掲げております。安全・安心な社会、誰もが生き生きと暮らせる社会、国際競争

力を支える活力ある社会、環境と調和した社会でございます。 

 こういうことを進める上での３つの視点を示しております。１つ目、技術研究開発成果

の社会への還元として、情報通信システムや道路交通システムを実現していくということ、

２つ目、地理空間情報プラットフォームなど、イノベーション推進のための共通基盤の構

築、それから、世界トップレベルの技術をもとにした国際貢献の推進ということでござい

ます。このような４つの目指すべき社会を実現するための技術研究開発を行っていくこと

を示しております。 

 右側の技術研究開発を推進するための仕組みの構築でございますが、この仕組みにつき

ましては、実施体制、インセンティブ付与、活用・普及といった視点で構築していこうと

いうことでございます。具体的には、一番下に書いてありますように、６つの取り組みと

して整理をしております。実施体制の整備、支援、成果の普及、技術戦略の構築、基盤整

備、マネジメントといった６つの枠組みでございます。 

 次のページをご覧いただきたいと思います。先ほど、４つの目指すべき社会を実現する

ための研究開発として、４つの事例を挙げてございます。１つ目、「安全・安心な社会」

として、例えばハザードマップのリアルタイム化といったもの、それから、右に目を移し
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ていただきまして、ユビキタス社会、ユビキタス情報基盤の整備による、「誰もが生き生

きと暮らせる社会」というようなことで、それぞれ具体の研究課題に取り組んでいるとこ

ろでございます。 

 次の４ページに、技術研究開発を推進するための仕組みを示しております。仕組みにつ

きましては、先ほど、６つ、実施体制の整備などご説明させていただきましたが、それぞ

れをさらにブレークダウンした形で、例えば産学官連携体制の強化ということで、フォー

ラム、講演会などの技術情報の交流や共同研究であります。それから、研究開発の支援と

いうことで、これは競争的資金による助成制度、例えば建設技術研究開発助成制度を現在

実施しているところでございます。それから、成果の普及ということで、新技術活用シス

テムの整備・充実でありますが、現在、登録件数が約４,０００件になってございます。そ

れから、国際的な技術戦略ということで、例えば地理空間情報の国際標準化、基盤整備と

して人材育成という視点で産業界との技術交流を行っております。それから、技術研究開

発のマネジメント、横断的研究といったようなものをマネジメントしてございます。 

 これらの取組に対しまして、５ページに、評価の視点と評価手法を示させていただいて

ございます。 

 まず、評価の視点でございますが、３つほど示しております。目標の達成状況、成果に

よる社会への還元状況、推進する仕組みの実施状況及び導入効果、こういった視点で評価

をさせていただければということでございます。 

 評価手法につきまして、３つの視点をそれぞれ具体的に、まず、１つ目の目標の達成状

況につきましては、自己評価を行うということと、実施期間が終了した技術研究開発は第

三者による外部評価によって達成状況を把握致します。 

 ２つ目の成果による社会への還元状況につきましては、これはとりもなおさず開発成果

の基準や仕様への反映、それから、現場での適用状況を確認してまいります。 

 ３つ目、推進する仕組みの実施状況及び導入効果につきましては、具体的な仕組みはど

うなっているのかということを把握するということと、その導入効果について、ヒアリン

グなどを行って調査を行うということでございます。 

 ６ページ、新たな技術基本計画の位置づけでございますが、次の技術基本計画をいつつ

くるかということを示してございますが、先ほど申し上げましたように、社会資本整備重

点計画や科学技術基本計画と連携をとっていくということで、平成２４年の夏には策定を

したいと考えているところであります。 
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 なお、今、交通基本法が法案審議されておりますので、交通基本計画の中にも研究開発

との整合といったことが示されておりますので、これも含めた形で、この夏に策定をした

いと考えてございます。 

 次に、７ページ、スケジュールでございます。縦に年度、横に、左から技術基本計画、

重点計画、交通基本計画と示してございますが、技術基本計画の平成２２年度のところを

見ていただきたいのですが、中間フォローアップを大震災の前に行いまして、その上で、

今年は、現行計画のレビューと新たな計画の構成案に係る審議を行っており、平成２４年

度に、できましたら夏に、社会資本整備重点計画とあわせた形で基本計画を策定していき

たいということでございます。 

 なお、８ページに、政策評価の実施状況を示してございます。政策チェックアップとし

て、ちょうど真ん中あたりに目標値、実績値の状況を示しており、実績値９５.６％という

ことでございます。それから、個別技術研究開発課題評価につきましても、終了時評価６

２件、２３年度は７０件を実施しているところでございます。 

 なお、お手元の資料に、技術基本計画中間フォローアップの際に使用した調査項目の表

として、Ａ３の資料をつけてございます。このような調査項目を確認させていただいてお

ります。次に、縦長のＡ３の資料フォローアップを実施した約１７０課題につきまして、

整理させていただいているということでございます。 

 なお、残りの資料は参考として、現行の技術基本計画中間フォローアップを実施し、今

後どのように改善していくかという意見をいただいておりますので、それについて資料を

添付しております。 

 以上でございます。 

【上山座長】  では、ここで議論ですね。どうぞ。 

【加藤委員】  最後の中間フォローアップの中身をよく見ていないので、もしこういう

評価をしていないということであれば、ぜひとも入れてほしい点です。１つ目は、技術開

発をサポートする施策を行っていると思うのですが、サポートが終わった後も、自立的に

研究活動が続いたかどうか、いわば自立発展性みたいなものに対する評価です。要するに、

国が資金を提供しなくなったら研究活動は終わるのか、それともその後も活動が続いたか、

という点について評価していただけるとうれしいです。 

 ２つ目は、日本で開発された技術が、世界に対してどういうインパクトを持ったのかで

す。現在のところでは、国際標準化だけがターゲットとなっていて、それ以外の部分のイ
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ンパクトというのがあまりターゲットになっていないような気がしたので、もし評価して

いないならば、ぜひとも入れていただければと思います。 

 ３つ目は、国土交通省でなくても、他省庁、例えば文部科学省でも、サポートできるも

のがあったとしたときに、なぜこれを国土交通省でサポートしなければいけなかったのか、

という点です。もし評価をしていないのであれば、ぜひともしていただければと思います。 

 以上です。 

【上山座長】  ほか、いかがですか。 

【田辺委員】  こちらの技術研究開発で、基本的には個別の達成状況、それから、社会

還元と仕組みの実施という形になっていますけれども、研究開発自体は、個別の事業評価

を事前にやり、かつ事後にチェックするという体制ができているので、それを集めて見ら

れる部分というのは当然あろうかと思います。達成状況なんかはそれでできると思います

し、あと、社会還元の一番初めのシーズから、それを使ってシステム構築をつくったとい

うところまでは見えるのだと思うのですけれども、問題は、仕組みの実施に関してどうい

う評価をやるのかなというのがいま一つ見えてこない。つまり、研究開発の個別の部分で

どういうフレームを使って、それをマネージしている体制があるのかどうかみたいなチェ

ックというのは、どういう形でやるのかなというのがわからないというのが１点目です。 

 ２点目は、特に事業評価の個別のもので、わかりやすいのは、例えば土木研究所か何か

でやっている、技術研究所でやっているものはすごく見やすいと思うのですけれども、他

方、この対象の中には、例えば自動車の安全とか、要するに国の機関でやっていないもの

に関してどういうふうに見ていくのかなというところがいま一つわからないし、それは、

国の研究機関でやっているところの評価のやり方をそのまま持っていっても、おそらく通

用しないんだと思うんですけれども、そちらをどういうふうに考えるのかというのをもう

少し入れ込んでいただければと思いました。 

 以上、２点でございます。 

【佐藤委員】  先ほどの加藤委員の質問ともかかわるのですけれども、まず第１は、ほ

かの省庁との役割分担というか、経済産業省さんや文部科学省さんでも同じようなことを

やっていると思うので、そのあたりとの関係、重複はないのかということについて検証が

あっていいのかなということと、それから、なぜ税金を使って技術をサポートするかとい

うと、スタートアップのところはどうしても採算がとれないからですけれども、ただ、一

たんスタートすれば、その技術開発が一たん軌道に乗れば、その後は商業ベースで運用さ
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れる、あるいは改善される。先ほど自立的な技術革新という形で言われていたと思うんで

すが、それがあってしかるべきなので、長い目で見て、ちゃんと採算がとれているかどう

か。政府が補助するから開発しているような技術であれば、補助金が終わればそれで終わ

りということになっちゃいますので、ちょっと長期的なインパクトというものを考えられ

たほうがいいのではないかと思います。 

【上山座長】  このテーマ、そもそも論がかなりある。今まで出た意見も、本質的だし、

もっと山ほど本質的な話が出てくると思う。どういう評価手法をするかというのは、別途

議論が必要と思うのですね。 

 具体的な個別の技術研究でお金と人が動いて、その成果がどうだったのかというのは、

後ろのフォローアップや、いろいろな仕組みで把握もされている。いろいろな意味でチェ

ックを受けている。それはいいけれども、いろいろなプロジェクトの固まり全体をどうや

ってマネジメントするかという問題がある。 

 それがたまたま技術基本計画の見直しというタイミングでなされるのですけれども、基

本計画という書類にとらわれ過ぎていると思う。ひょっとすると基本計画そのものの体系

が間違っているのではないかと。もちろん間違っているというのは言い過ぎですが、足り

ないことが多いんじゃないかと思う。 

 海外のこの種の基本計画は、まず、どんな分野をやるのかというところに多大なエネル

ギーを使って、調査をやっている。まず本件はそれがやられているのかという疑問がある。

そこから出てくる話は、原局、各局がやっている日常の政策との連関性はどうか。他省庁

で既にやっているのではないか。いわゆる学術研究に対する支援みたいなことを国交省が

やる必要があるのかとか、その種の位置づけ論。それに加えて、なぜ国交省が技術開発を

やらなくてはいけないのか。どんな分野を中心にやるのか。このあたりが非常に重要だと

思う。 

 今日の資料の２ページに、基本計画の概要というペーパーがあるんですけれども、これ

を見る限りは、何をやるかという、Ｗｈａｔに関する議論はあまり見えなくて、Ｈｏｗの

話が多い。テーマ初めにありきで、それをやるときには３つの視点を大事にしますとか、

あるいは、やるときの仕組みの話が出てきている。では、やった後どうするのかという話

はあまり見えない。まさに今、田辺先生、加藤先生がおっしゃったことです。そもそも何

をやるのかがよく見えない。 

 海外なんかだとピアレビューの仕組みがあり、何をやるのか選定プロセスのところで第
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三者の目がアップフロントで入ってくる。今の、技術研究開発マネジメントは、個別プロ

ジェクトのいわゆる費用対効果、進捗管理であって、それ以外のところやマネジメントが

この書類を見ている限りはよく見えない。 

 なので、基本計画の体系そのものを、実は評価し直す必要があるというのが私の問題意

識です。日常実務では、既に考えておられると思う。けれども、基本計画という書類の性

格の問題か、予算との関係かわかりませんが、何となく全体像をとらえる基本計画になっ

ていない。役所的な作文と、Ｈｏｗの話のトピックスを並べたものになっている感じがす

る。 

 いろいろ実務上のご都合とか、新機軸で今度入れたいこととかもあるでしょう。この評

価をどう使うかを、もう一回考えていただきたい。この評価制度を使って、どういうふう

に実態を改善していくのかという意味で、原局側の問題意識とあわせていただき、評価資

料はもう一回議論したい。 

 今日は時間がないので結論を出すには至らないけれども、とりあえず簡単なコメントだ

けいただいて、次に行きたいと思う。 

【越智課長】  それでは、２点ほどお答えをさせていただきたいと思います。まだまだ

政策レビューで、これからまたいろいろなご指導をいただくことになりますが、まず、問

題意識とかニーズみたいなところが、技術基本計画の中にもう少ししっかりと書き込まれ

るべきではないかという座長からのご意見かと思います。そういう意味では、まず、社会

資本整備重点計画に、行政のニーズ等の求めるものが整理されておりますので、それとマ

ッチアップしているわけですから、しっかり基本計画のほうにも反映させていって、何を

何のためにやっているのかというところをつくり込んでいくということは大事な視点だと

思いますので、構成から、内容から、検討していきたいというのが１点目です。 

 もう一つが、他省庁との連携の話ですが、これはあくまでも国土交通省の基本計画とい

うことになっていますが、もう一つ枠組みとして、各省がそれぞれやっている研究、例え

ば地震について言えば、地震調査研究推進本部というのがありますし、宇宙で言えば戦略

本部、それから、ＧＩＳも活用の協議会というか、検討会みたいものがございますので、

そういうところで各省がやっているものを、それぞれの役割分担とか今の進捗状況の確認

というものをやっている場もございますし、そういうところとの関連性をきちんと今回の

基本計画の中に書いていくべきであるということで、２点ほど、今の時点でコメントさせ

ていただきます。 
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【池田課長】  技術政策課長の池田でございますが、私からも１点、今までのご指摘を

踏まえて、先日の技術部会での議論の状況を少しご報告させていただきます。例えば、交

通・輸送システムの安全性・信頼性等の向上について新しい国土交通省技術基本計画でど

のように検討していくか、ということにつきましては、委員の先生方からも個々に焦点を

当てるのではなく、全体を見た対応を考えてほしいというご指摘をいただきました。私ど

もとしては、そのように対応していきたいとお答えしているところです。 

 国土交通省には様々な技術開発を行っていますが、全体を見たうえで、今後、どのよう

な技術開発を推進すべきかの議論をしているところです。 

 以上でございます。 

【渡邉政策評価企画官】  それでは、時間がございませんので、今後、引き続きご指導

いただくということで、よろしくお願いしたいと思います。 

 引き続いて、第３グループの説明、意見交換に入りたいと思います。 

 第３グループにつきましては、トン数標準税制の導入による安定的な国際海上輸送の確

保としまして海事局外航課長から、航空自由化の推進につきましては航空局航空ネット

ワーク企画課長より、あわせて環境政策の推進につきましては総合政策局環境政策課長よ

り、説明をお願いしたいと思います。 

 この３テーマの中で、環境に関しましては、環境行動計画が平成２０年７月に策定され

ています。それが、ピンクの冊子が右上にあると思います。あわせて、平成１９年度に環

境政策についての政策レビューが実施されてございますので、それも参考にしながら説明

を聞いていただければと思います。 

 それでは、３テーマそれぞれ５分ずつで説明をお願いいたしたいと思います。 

【平田課長】  それでは、まず、トン数標準税制の導入による国際海上輸送の確保につ

いて、ご説明させていただきます。海事局外航課長の平田でございます。よろしくお願い

いたします。 

 まず、資料を１枚目めくっていただきまして、２枚目をご覧いただきたいと思います。

現行トン数標準税制の制度概要ということで、左上にございますけれども、ここをまず簡

単にご説明いたします。外航船舶運航事業者が、日本船舶・日本人船員の確保の計画を作

成しまして認定を受けた場合、日本船舶に係る利益について、みなし利益課税を法人税に

ついて選択することができるという制度でございます。もうかっていなければ、みなし利

益でもうかったとみなされて益金が発生する一方で、それ以上の利益が生じていても、み
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なし利益に抑えられる結果、ここの部分のキャッシュフローが生じる。これでもって計画

的な船舶投資が可能になる、こういった税制でございます。現在のところ、これが適用対

象になっているのは日本籍船、日本の船舶に対する課税の部分ということでございます。 

 １ページ戻っていただきまして、評価の目的、必要性の欄でございますけれども、トン

数標準税制につきましては、世界単一市場、厳しい国際競争にさらされている外航分野に

おける国際競争力の確保という目的と、その中で、外航日本船舶・外航日本人船員を経済

安全保障の観点から一定数確保する、こういった２つの目的のために、平成２０年７月に

導入されたものでございます。事業年度といたしましては、平成２１年の事業年度から２

５年の事業年度までの５カ年の計画ということで進められていたものでございます。 

 これにつきまして、備考の欄をご覧いただきたいと思いますけれども、昨年の税制改正

要望の過程におきまして、３月１１日の東日本大震災を踏まえまして、一部の外国の船社、

外国の船会社の船が、原発の風評被害に基づいて、日本の寄港を取りやめるという事例が

多々ございました。こういったことを踏まえまして、もう少し、日本船舶だけに現在限ら

れているトン数標準税制を、日本商船隊、これは日本船舶と多くの外国籍の船舶から構成

されるわけでありますけれども、日本商船隊の確保に努めるべきではないかということが

認識されるに至りました。本来の目的であります日本船舶・船員の確保を拡充することを

前提に、一定の外国船舶に拡充するといった要望を急遽、昨年の税制改正要望で行いまし

て、認められたところでございます。現在、通常国会にこのための海上運送法の一部を改

正する法律案を提出したところでございます。 

 その内容について、２枚目に戻っていただきたいと思いますけれども、右側の上に帯グ

ラフのようなものがありますけれども、これが日本の船会社が運航する商船隊の構成でご

ざいます。合計で２,８００隻余りありますけれども、この中で日本籍船は１３６隻、５％

程度でございます。残りは外国籍船になるわけですけれども、その中に３つカテゴリーが

ありまして、オペレーター仕組船と呼ばれるものがございます。これは日本郵船とか商船

三井といったオペレーターがパナマに海外子会社を設立いたしまして、そこに持たせてい

る外国籍船ということでございます。これが大体３０％ぐらいございます。その次に、オ

ペレーター以外の国内船主関係仕組船、これは四国とか中国地方に多数ある国内の船の

オーナーから借りている船、これも３分の１程度ございます。そのほか、単純外国用船と

いうことで、外国のギリシャとかそういったところから借りているものが３分の１程度あ

る。これが商船隊の構成でございます。 
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 今回、拡充された対象は、このうちのオペレーター仕組船、８０８隻ございますけれど

も、このうちの一定部分について拡充をするということでございます。準日本船舶と命名

しまして認定制度を設けたわけでありますけれども、その認定要件としましては、先ほど

申し上げたとおり、日本の運航会社が、海外子会社が所有するもののうち一定の要件を満

たすものということでありまして、海外子会社との間で、航海命令が発せられた場合に、

船舶を親会社に譲渡することを内容とする契約を締結しているもの。これは災害時、事故

時等に航海命令を発して、これを日本船舶に転籍するということでございます。これによ

って外国の管轄権の競合を解消して、確実に航海命令に従わせるというものでございます。 

 その結果、法律の特例としましては、転籍の際にはトン数の測度というものを行わない

といけないんですが、設計図の確認、実地調査を含めて１カ月程度かかります。これを、

認定を受ける際にトン数の測度を受けておけば、実際に航海命令が発せられた際には、そ

の１カ月程度の期間を短縮できる、こういった特例を設けるという効果を設けました。 

 その下の箱でありますけれども、具体的な準日本船舶の認定要件、これは規定を省令で

定めることにしておりまして、船籍国、例えばパナマ等で譲渡禁止立法、徴用の措置を行

っていないこと、譲渡の確実な履行の妨げになる事項が契約書に盛り込まれていない。総

トン数としまして５００トン以上のもの、あとは、検査機関として日本船級協会、あるい

はロイズ等の一定の船級協会の検査を受けていること、それから、一定の数の船員の確保

が行われていること、こういった要件を設けまして、準日本船舶を認定する。これに対し

て、トン数標準税制の拡充を、これは２５年度の事業年度から適用するということになっ

ております。 

 トン数標準税制につきましては以上でございます。 

【渡邉政策評価企画官】  引き続いて、航空局、よろしくお願いいたします。 

【平垣内課長】  航空局ネットワーク企画課長でございます。よろしくお願いいたしま

す。お手元の資料に沿って説明させていただきます。 

 まず、１ページ目をめくっていただきまして、航空自由化ということで、平成２２年６

月に閣議決定されました新成長戦略に載っているものでございますけれども、１ページめ

くっていただきまして、そのもととなるのは、国土交通省の中に成長戦略会議というもの

が設けられまして、そこで、航空というものは一つのことだけで議論してもしようがなく

て、４ページを見ていただければと思いますけれども、航空の枠組み、あるいは担い手、

あるいは受け手の側、航空全体をセットで見なければいけないということで、成長戦略会

 -24-



議でご議論いただいた中で、総合的に航空政策、航空自由化を進めていくということでや

っている次第でございます。 

 まず、枠組みでございますけれども、ここに書いてございますけれども、一番典型的な

ものとしましては、オープンスカイをやっていくということでございます。 

 ６ページ目を見ていただきますと、オープンスカイといいますと、企業数、路線数、便

数というものを従来、二国間で制限しているものを撤廃していくというものでございます。 

 ７ページを見ていただきますと、まず１番目、アメリカが２０１０年１０月に最初にオー

プンスカイをやり始めまして、合意しております。それから、一番直近で、スリランカに

２０１２年３月ということで、１年半弱で１５カ国ということで合意している次第でござ

います。 

 右下の表に書いてございますけれども、国数では１５カ国ということでございますけれ

ども、日本発着の国際旅客数ベースでいいますと、今、１５カ国でございますけれども、

約７割をカバーしているということでございます。方針といたしましては、ＬＣＣをはじ

めとします新規参入企業が参入しやすいアジアをまずやっていくという方針でやっており

まして、今、１５カ国、７割ほどカバーしているということでございます。 

 資料の１１ページでございますけれども、先ほど申しましたように、オープンスカイと

いうフレームワークを議論する上で、まず空港の容量を増やしていかないと、そもそもオー

プンスカイということが絵にかいたもちになっていくということで、特に逼迫しておりま

す首都圏の発着回数を同時に増やしているということでございます。具体的に申しますと、

国際線でいいますと、羽田で言えば２２年１０月から６万回ということで、国際線が初め

て羽田に入ったわけでございますけれども、２０１４年にはプラス３万回で、９万回にし

ていくということでやっております。成田につきましては、平成２２年で２２万回という

ことでございましたけれども、オープンスカイを始めた２０１１年１０月に、同じく地元

と３０万回まで合意いたしまして、３０万回に向けて逐次増やしていっているという状況

でございます。 

 １６ページを見ていただきまして、先ほどのフレームワークで、オープンスカイが一番

端的なフレームワークの改正でございますけれども、あわせて、先ほど申しました新規参

入航空企業を入りやすくするという意味で、航空運賃の見直しなどもやっておりまして、

上限認可制にして機動的な運賃設定を可能にするということでございます。ご案内のとお

り、ＬＣＣをはじめとしまして新規の航空会社は、残った座席数に対して機動的に運賃を
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設定していく。しかも、インターネットで個札を売っていくというのがビジネススタイル

でございまして、それに対応しまして、従来の認可制では全く対応できないので、上限認

可に移行しているということでございます。 

 １ページめくっていただきまして、これはどちらかというと地方の国際化に関係がある

話でございますけれども、先ほどのオープンスカイを進めていく中で、定期便のほうは自

由化していくわけでございますけれども、地方はなかなか需要もないので、まず、チャー

ターを飛ばすというケースも多うございますけれども、その際に、今まで団体旅行的なチ

ャーターしか認めていなかったのを、やはり個札、個人の客に、これもネットで売っても

いいし、個人に直接電話等で売ってもいいんですけれども、個札の販売規制というのが従

来、定期を守るという観点からあったのでございますけれども、この緩和をやっていると

いうところでございます。 

 取りまとめレビューの取組状況という、最初の１枚紙に戻っていただきまして、評価の

視点は、先ほどいろいろご説明しました中で、オープンスカイをやった結果、航空会社の

新しい参入がどれぐらいあるかとか、路線、便数がどれぐらい増えたかということを評価

の視点として考えたいと思っております。運賃のレベルが一体どうなっていっているのか

ということも考えてみたいと思っております。発着回数は単純に増えていくということで

ございますので、これを把握したいと思っております。地方空港の国際化の中では、ＣＩ

Ｑなんかもネックになってまいりますので、その辺も評価の視点に取り入れたいと思って

おります。 

 先ほど申しましたように、そもそもこの政策を始めるときに、成長戦略会議でご議論い

ただいたのですが、今回のレビューにおきましても、航空政策懇談会ということで、これ

は２５ページ目にリストを載せさせていただいておりますけれども、ここでご議論をいた

だいて、評価をいただくということを考えております。 

 以上でございます。 

【渡邉政策評価企画官】  引き続き、環境政策、よろしくお願いいたします。 

【青木課長】  総合政策局環境政策課長の青木と申します。よろしくお願いいたします。 

 お手元の、まず縦長のほうのペーパー、これは平成１９年度の評価概要でございますが、

このときに、１枚目の下半分をご覧いただきまして、評価結果を踏まえて、当時の平成１

６年につくられました環境行動計画を改定するということになりました。 

 そのときの考え方といたしまして、その下に書いてあるようなこと、短期的視点と中長
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期的視点の２つの視点を盛り込む、２０～２４年度の５カ年の計画期間、京都目達計画や

社会資本整備重点計画等と整合性を取った数値目標を盛り込むこと、そして、そのときの

環境行動計画に先立ってつくられました国土交通省環境政策の基本的方向、これを廃止し

て統合したものとするというものでございます。 

 次のページで、左半分に個別の課題が指摘されたものが書いてございまして、それに対

応して、今後の対応方針といたしまして３点、国交省の幅広い政策手段を戦略的に活用す

るという観点から、総合性・連携性という視点を尽くすべきである。それから、人や企業

の行動に働きかけるという視点を重視すべきということ、それから、面的、時間的広がり

の視点を重視すべきということ、大きくまとめまして、この３つの対応方針で改定をした

というものでございます。 

 こちらの横長のほうにお移りいただきまして、その結果できました現在の環境行動計画

の概要でございます。一番上で環境政策をめぐる情勢と課題、これはご覧いただくとおり

で、持続可能な社会を追究する。低炭素、循環型、自然共生社会、こういった社会を追究

しなければいけないという観点から、基本とすべき「４つの視点」というのを設けました。 

 １つは、環境と経済・社会を統合的に向上させていくということ、２つ目が、国交省の

政策は非常に幅広いので、その総合性・連携性を重視すると、先ほどの対応方針に指摘さ

れているとおりでございます。３番目といたしまして、人や企業の行動に働きかける、こ

れも先ほどの対応方針に指摘されているとおりでございます。それから、面的広がり・時

間的広がりの視点を重視する、これも先ほどの指摘のとおりでございます。 

 こういった４つの視点から、具体にどんなふうにやっていくか、下半分にございますが、

「５つの柱」といたしまして、１つは、京都議定書の目標達成に向けた取組、２つ目に、

温暖化に対応した社会の骨格づくり、これはそれぞれ先ほどの縦長の１枚目で指摘されま

した、短期的視点と中長期的視点といったものに対応するものでございます。３つ目は、

負の遺産の一掃と健全な国土に向けた取組です。自然共生、生物多様性についてはこの中

で整理させていただいております。４つ目は、環境を優先した選択の支援・促進、ライフ

スタイル・ビジネススタイルの変革等です。循環型社会はこちらのほうで整理させていた

だいております。最後に、地球環境時代の技術開発とか国際貢献といったこともやるべき

というのが指摘されておりますので、それに沿って設けております。 

 以下、温暖化対策、生物多様性施策、循環型社会形成の取組、それぞれにつきまして１

枚ずつまとめたシートを用意してございます。一つ一つやっていくと時間が幾らあっても
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足りませんので、ざっとご覧いただきますと、温暖化対策につきましては、大きく分けま

して上半分、運輸分野と、下半分、住宅・建築物分野で、運輸分野は、自動車とか道路交

通対策、それから、そもそも交通体系を、環境負荷を小さくするといったことにそれぞれ

まとめております。それから、住宅・建築物も同じように、単体としての住宅・建築物の

省エネ対策と構造としての都市の低炭素化といったまとめ方をしております。 

 それから、生物多様性、次のページでございますが、生物多様性条約の第１０回締約国

会議、これは日本で開かれたものでございますが、「愛知目標」というものが示されてお

りますが、これに沿った取り組みを進めております。下の左半分で、国交省自体の事業の

中で、自然を再生する、あるいは都市で緑地とか水辺空間を保全したり、つくったりする

こと、それから、右のほうで、民間の活動を促進したり、あるいはモニタリングなどを進

めています。 

 ４枚目、最後のペーパーですが、循環型社会を形成するということで、３Ｒを促進する、

建設リサイクルを推進する、それから、リサイクルポート、静脈物流拠点を形成する。そ

れから、下水道の資源も、「活用・再生」ということを進めている、こういったことでご

ざいます。 

 以上、駆け足でしたが、ご説明を終わらせていただきます。 

【上山座長】  ありがとうございました。 

 それでは、どなたからでもどうぞ。 

【村木委員】  最後の環境政策のところをちょっとコメントさせていただきたいんです

けれども、内容がすごく多岐にわたっていらっしゃって、局を超えたり、課をまたがるよ

うなことがたくさんあるかと思います。そのときに、この中にも書かれていましたけれど

も、総合性とか連携性を重視するということは、つまり局とか課をどうやって連携させて

いくのかということとも関係すると思いますので、ぜひ評価の中に、連携、連動のあり方

というのをどうにか評価していただきたいというのと、場合によっては、同じようなこと

をやっているケースもあると思いますので、その辺についても評価していただけるといい

かなと思います。 

 また、生態系の危機については若干やりづらいと思うんですけれども、それ以外のとこ

ろで評価する際に、最後、ＣＯ２でできるかなと思いますので、できるだけ地球温暖化につ

いては、最終的なところでＣＯ２に換算できるような形で評価されるといいのではないかな、

そんなふうに思いました。 
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 以上です。 

【佐藤委員】  トン数標準税制について伺いたいんですけれども、基本的なことを教え

ていただきたいんですが、ご説明によると、通常法人税にかえて、みなし利益課税という

ことですから、多分、対象者は法人税か、みなし利益課税か、どちらかを選択できるとい

うことになると思うんですが、その結果として、ネットで減税になったりする場合という

のはあり得るのか。つまり、これは一種の政策税制、租税特別措置的な意味なのか、ある

いは、ある種の税制の中立性を念頭に置いたものなのかによって、２つの目標の意味もか

なり変わってくると思うのですね。 

 だから、競争条件の均等化ということであれば、法人税をかけようが、みなしでいこう

が、同じような負担であることが望ましいかもしれないし、一方で、計画的増加云々とい

う話であれば、政策税制的な意図を持つのかなという、その辺の位置づけがよくわからな

いというのと、それから、これは何を評価しようとしているのかなというので、競争力強

化はいいのですけれども、この競争力って、税制の結果として競争力がどう改善したとい

うのは、どう見ようと思っていらっしゃるのか、説明をお願いできればと思います。 

【平田課長】  １つずつ、よろしいですか。 

【上山座長】  時間がないので、できるだけ簡潔にお願いします。 

【平田課長】  今のご質問に関してですけれども、政策税制ということで、みなし利益

課税になっております。これは選択でして、通常の法人税を選択するか、日本籍船にかか

る収益の部分について、みなし利益を選択するか。一旦選択すると５年間は変更できない

という制度でございます。 

 得をするか損をするかということについては、左側の真ん中辺のポンチ絵でご覧いただ

けるとおり、みなし利益までもうかっていなくても、そこまでもうかったとみなされるの

で、損することもありますし、それ以上の収益が出ていれば、その分、損金算入ができて

減税につながるということでございます。 

 したがって、得することもあれば損することもあって、２００９年から導入しておりま

すけれども、２００９、２０１０、２０１１の３カ年で実際に収益が出たのは、これはリー

マン・ショック後の影響もありまして、１カ年だけ収益が圧縮されたという結果でござい

ます。 

 ただ、船会社としては、必ずしも減税一方ではないけれども、大体毎年どのぐらい税金

を払えばいいかという予測がつきますので、高額な船舶投資を行うに当たって、その予測
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がつくという点でメリットがあるということでございます。 

 これは何を目指したものかというご質問だったと思いますけれども、ここは国際競争力

を目指す一方で、経済安全保障の観点から、日本船舶・船員の確保をしてもらうといった

政策目的を持った租税特別措置でありまして、この計画的な投資が可能になるということ

をもって、５年間の計画期間の間に、一定の倍率で日本船舶の隻数を増やしてもらうとい

う義務がかかっているわけでございます。 

 今回、何を評価するかということでございますけれども、本来は、先ほど申しましたと

おり、平成２１年から２５年度までの５年間の予定であったわけですけれども、東日本大

震災を受けまして、急遽、日本船舶以外に対象を拡充すべきではないかという議論が巻き

起こりまして、２年前倒しで拡充を行ったところでございます。 

 したがって、今回評価するのは、限られた年数、２１年から２３年の３年間について、

どのように日本船舶、あるいは日本人船員を確保してきたかということについて、ご議論

いただくということではないかと考えております。 

【上山座長】  いいですか。 

【加藤委員】  今の話に続けて言います。トン数標準税制を導入して、しかも東日本大

震災を受けて準日本船舶を導入した。これは、同じ施策にもかかわらず、政策目標を転換

したに等しいように思えます。つまり、これまでは、会社が安定的に収入を得られるため

の政策であったにもかかわらず、今回、震災を受けて少し違った意味を持たせようとして

いる。こうした目標の転換を、評価の中でどのようにとらえるのかをよく考えていただき

たいというのが１つ目です。 

 ２つ目は、航空自由化の話なのですが、評価の視点の内容に、地方管理空港の経営状況

に関する評価が一切ありません。それがなぜないのか不思議ですので、ぜひとも入れてい

ただきたいというのが２つ目です。 

 ３つ目の、環境行動計画については、計画及び評価内容を英文で発表してほしいという

ことです。地球環境問題は日本だけの問題でないのは当然です。国際社会が、日本はどう

しているのか知りたいのに、情報がほとんど発信されていないのは、非常に深刻な問題だ

と思います。国際社会の中で日本は何をやっているのかという観点から、評価をしてほし

いというのが私の意見です。 

 以上です。 

【佐藤委員】  追加ですけれども、たしか以前、ＩＭＦでもこの議論があったような気
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がするんですが、トン数標準税制について、外国ではどういう対応をとっているか。お互

い優遇し合って、一種の租税競争チックなことが起きているというのが私の認識で、間違

えているかもしれないんですけれども、従って、この場合、ほかの国の現状に対して、日

本はこの対応で本当にいいのと。目標が、日本船舶というか、日本がコントロールできる

船舶の拡充だとしても、果たして、それが多分、自分たちの自国だけじゃなく、外国との

対応で決まってくるので、そのあたりの評価もあっていいと思います。 

【上山座長】  今日、８個あるテーマの中で、１番目の緊急地震とこのトン数標準税制

は、は、政策以前に、施策というか、事業だと思う。 

 それで、地震のほうもそうですけれども、震災対策とか、あるいは日本船舶の増強とか、

そういう全体政策の中で、こういう事業がどれぐらいの位置を占めているのかという論理

的な整理と、それから、この事業がなかったらどうかということの比較をする必要がある

と思う。日本船が増えました、日本人船員が増えました、だからこの税制はよかったのだ

というのだと論理的な証明になっていない。ある場合とない場合で、どう違うのかという

ところまで見ないと、政策評価をやったことにならないと思う。 

 でも、それをやるのはインセンティブのところまで具体的に見ないといけないから、結

構大変じゃないかと。実際に調査できるんですかという技術的な問題がある。などういう

手法でこなすか、じっくり事務局と考えたい。あまりにも特定で、あと、もう既にやって

しまっているわけですから、政策評価として、そもそも我々はどういうスタンスでこれを

扱うのか。 

 ということで、ちょっと保留にさせていただきたい。 

 それから、航空自由化も実はほかのテーマに比べると異質です。今日、８個出ているテー

マのうち、さっきの船舶安全、２番、３番、６、７、８、これはいずれも５年物の計画の、

見直しであって、もともと何が政策だったかが非常にはっきりしている。そのほか地震と

トン数は、はっきりし過ぎているがゆえに、また難しい。しかし、はっきりしていること

は明快です。 

 ところが、航空自由化は、わからない。いろいろなことが起きているのは現実だけれど

も、すべて現象でしかない。今起きている現象は、ひょっとすると１０年前の各種自由化

の成果が出ている可能性があるし、単に業界の環境が変わっただけとか、あるいは自治体

が頑張っただけとか。いわゆる航空自由化は、トレンド、ファッションですけれども、そ

ういうものはそもそも評価対象に値するのかというところも疑問です。真剣にやるのだっ

 -31-



たら１０年後にやる話で、２年前、３年前にちょっとマスコミで話題になった話が、今そ

のとおりよくなっていますと言うのだったら、それはプロパガンダでしかないと思う。 

 いわゆる目玉施策がここにちょっと並べてあるのですけれども、そもそも航空自由化っ

て何なんだという体系的な整備がないと困る。ＬＣＣだとか、いろいろあるのですけれど

も、例えば、関空と伊丹の統合、地方空港の民営化はそういう体系の中で照らしてどうだ

とか、ＪＡＬの破綻・再生って、ここのテーマに入るんですかとか、言い出すと何でもあ

りになっちゃう。そうすると、航空局全体の評価になってしまう。自由化って何かという

ことをきちっと決めないと、後でいろいろな齟齬が出てくるような気がしますので、これ

も要議論かなと思いました。 

 では、次に行ってよろしいでしょうか。 

【渡邉政策評価企画官】  それでは、第４グループの説明に進みたいと思います。 

 第４グループは、国土形成計画（全国計画）、新たな北海道総合開発計画の中間点検の

２テーマでございます。この計画につきましては、国土、北海道、双方とも平成２０年７

月に計画を策定しております。この計画も手元にございます。あわせて、どちらも前回、

レビューを実施してございます。国土については平成１７年、北海道については平成１８

年度にレビューを実施してございますので、その資料も右肩に置いてございますので、参

考にしていただければと思います。 

 それでは、説明につきましては、国土形成計画につきましては国土政策局総合計画課長

から、新たな北海道総合開発計画の中間点検につきましては北海道局企画調整官から、説

明をお願いしたいと思います。 

 それでは、順次説明をお願いいたします。 

【北本課長】  それでは、国土政策局総合計画課長の北本でございますが、国土形成計

画（全国計画）の関係につきまして、ご説明させていただきたいと思います。 

 まず、この計画でございますけれども、国土形成計画法第６条の規定に基づきまして、

国土交通大臣が案を作成し、平成２０年７月４日に閣議決定されたものでございます。 

 評価の目的、必要性でございますけれども、国土形成計画（全国計画）は、総合的な国

土の形成に関する施策の指針となるべきものということでございまして、計画策定後の社

会経済情勢等の変化等にも的確に対応しながら推進される必要がある。そういったことか

ら、国土形成計画法第７条におきまして、計画の公表の日から２年を経過した日以降に、

政策評価の実施計画に全国計画を定めなければならない旨規定されておりまして、それで
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今回、評価を行うというものでございます。 

 この背景でございますが、先ほどもちょっとご紹介がございましたけれども、平成１７

年度に国土政策に関する政策レビューが取り上げられておりまして、その中で、そのタイ

ミングといいますのは、ちょうど全国総合開発計画から国土形成計画に移行するタイミン

グでございましたけれども、その際の評価結果が国土総合開発法の改正、あるいは国土形

成計画法の制定とも言いかえられますが、そちらに反映されました。その評価の中で、計

画策定から一定期間たった後に、計画内容の妥当性に関して点検することを政府として整

備すべきということで、第７条が制定されたという経緯がございます。 

 したがいまして、評価の視点でございますけれども、２つ掲げさせていただいてござい

ます。１つは、計画に示されました新しい国土像といったものが、計画策定後、的確に達

成されつつあるのかという点が１つでございます。もう一つは、計画策定後の社会経済情

勢の変化、これは当然、昨年の東日本大震災も含まれますけれども、そういったものがご

ざいました現在においても、総合的な国土の形成に関する施策の指針として有効に機能し

得るのか。言いかえますと、現在も現行計画の内容は妥当であるかどうかといった、２つ

の視点から計画の評価を行いたいと考えてございます。 

 後者につきましては、ちなみにですけれども、これまでにも国土審議会長期展望委員会

の中間取りまとめとか、東日本大震災を受けて設置されました防災国土づくり委員会、こ

れも国土審議会の下の委員会でございますけれども、提言を取りまとめていただいており

ますので、こういったものを踏まえながら評価を行ってまいりたいということでございま

す。 

 評価の手法でございますけれども、それぞれの評価の視点に沿いまして、１つ目の視点

の、計画が実現に向けて進捗しているかという点に関しましては、実は毎年、計画のモニ

タリングというものを実施してございます。お手元の資料、３ページ目と４ページ目にあ

るのではないかと思いますけれども、お付けしておりますのは平成２３年度の概要、２枚

紙だけでございますけれども、かなり膨大な数の指標等に基づきまして、私どもモニタリ

ングを行っております。この体系自体も、実は３年ほどかけまして、有識者の先生方にご

指導いただきながら、モニタリングの体系というものをつくってきたわけでございますけ

れども、こういったものの活用ということも考えていきたいということでございます。ま

た後ほど、もし時間がございましたら、詳細をご説明させていただきたいと思います。 

 それから、もう一方の視点でございます、計画は社会経済情勢の変化等を経た現在にお
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いても有効に機能し得るのかという点でございますけれども、これにつきましては、先ほ

どご紹介いたしました長期展望委員会とか防災国土づくり委員会の提言等を踏まえつつ、

有識者の意見聴取等を通じて点検してまいりたいということでございます。 

 このような政策評価を通じまして、現行の全国計画の内容の妥当性について評価してい

きたいということでございます。 

 以上でございます。 

【小林企画調整官】  それでは、引き続きまして、北海道総合開発計画の中間点検につ

いて、ご説明させていただきます。お手元の資料に沿って説明いたします。 

 対象政策でございますが、地球環境時代を先導する新たな北海道総合開発計画について、

これは第７期計画ということでございます。平成２０年７月に閣議決定して、計画期間は

おおむね平成２９年度までとなっております。これは北海道開発法２条に基づき国が策定

するものでございます。この計画そのものは、北海道の資源・特性を生かして我が国が直

面する課題の解決に貢献するとともに、地域の活力ある発展を図るというもので、具体的

に７期計画では、「アジアに輝く北の拠点」、「森と水の豊かな北の大地」、「地域力あ

る北の広域分散型社会」というのを目標として掲げて、多様な主体の連携・協働によって

効果的に計画を推進するということになってございます。 

 ３枚ほどおめくりいただきまして、縦長の３ページ目でございます。「北海道総合開発

計画の中間点検について」というフロー図で、簡単にご説明させていただきたいと思いま

す。 

 当時の我が国をめぐる環境変化と課題、これは３つございます。それを受けて計画がつ

くられてございます。３つの目標と、それに対して５つの主要施策というものがございま

す。計画の進め方として、水色で書いてある、多様な連携・協働、投資の重点化などとい

うことが入っております。ここの主要施策のところをもう少し説明させていただいて、め

くっていただきまして、７期計画の体系ということで、ピンクと緑で書かれているもので、

簡単に目次風ですが、ご説明させていただきます。 

 戦略的目標が先ほど３つということで、開かれた競争力ある北海道の実現ということで、

アジアの成長を生かした形で北海道開発を進めるということが戦略目標１でございます。

それに応じて、主要施策１ということで、競争力ある自立的安定経済の実現ということで、

食、観光、それから、産業の関係で施策を実施していくということを述べています。 

 戦略目標２が、持続可能で美しい北海道の実現ということで、これに対応した主要施策
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として、持続可能な地域社会の形成で、自然共生社会、循環型社会、低炭素社会の実現を

図っていくということ。 

 戦略目標３が、地域力ある北の広域分散型社会ということで、北海道を魅力のある地域

にしていこうということで、４つほど施策を並べているということでございます。 

 めくっていただきまして、これら３つの目標を支えるための主要施策として、ネットワー

クとモビリティの向上、安全・安心な国土づくりというのを北海道において実現していく

といった政策の体系になってございます。そのもとに、それぞれのところで各種施策を進

めていくということが記述されているのがこの計画でございます。 

 １ページ目に戻っていただきまして、評価の目的、必要性でございます。７期計画本体

の付記という部分で、「計画策定からおおむね５年後において計画の総合的な点検を行う」

とされております。そういうことでございますので、今回、国土交通省事後評価実施計画

の政策レビューにを行うことといたしました。 

 評価の視点でございます。７期計画の施策の進捗状況、それから先ほどピンクで言った、

目標の達成状況というのをまとめて、これを踏まえて、今後の計画というものをどのよう

に進めていくべきかということを点検していきたいと考えております。 

 評価手法といたしましては、７期計画の各種施策の進捗状況、具体的な取り組み事例の

把握、これについて関連する指標を活用しながら、目標の達成状況というのを把握してま

いります。それから、７期計画をめぐる社会経済情勢、策定後の変化を踏まえて、今後ど

のように計画を推進していくかということを検討していきたいと思っています。 

 検討状況でございますけれども、平成２４年２月に国土審議会の北海道開発分科会で、

有識者委員会でもって中間点検を行うということを決めました。分科会のもとに部会を置

きまして、４月１０日、第１回計画推進部会を開催し、今後、施策の中間点検を行ってい

くこととしております。 

 第三者の知見の活用ということで、今申しました国土審議会の枠組みを使いまして、さ

らに中間点検の中では、夏ごろに中間報告をつくって、パブリックコメント、道内自治体

と意見交換を行い、最終的な報告をまとめるという形にさせていただきたいと思っており

ます。 

 後ほど、後ろの方に、分科会とそれぞれ計画推進部会のそれぞれの委員の名簿も付けて

ございます。このような形で中間点検を進めていきたいと考えております。 

 以上でございます。 
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【上山座長】  いかがですか。 

【村木委員】  １つ質問をさせていただきたいのですけれども、国土形成計画のほうで

すが、審議会の下に、評価を毎年、モニタリングされている長期展望委員会等があって、

そこの中で評価されているものを個々で評価するということでしょうか。若干、何をどの

ように申し上げていいのかがわからなかったので、質問させていただきました。 

【北本課長】  国土審議会の下に、今も長期展望委員会というのを設けておりますけれ

ども、これは評価するために設けている訳ではございませんが、計画自体はおおむね１０

年の計画でございますけれども、長期展望委員会におきましては、２０５０年を見据えた

長期展望という作業を行ってございます。その結果は当然ながら、現行計画の見直しにも

活用できるだろうと考えてございますけれども、その評価のための長期展望委員会という

わけではないと理解しております。 

【村木委員】  続けてもう一つ。そうしますと、今日いただいた資料の中でも、進捗の

状況、例えば４ページのところに、美しい国土の管理とか新たな公共――新たな公共は私

も大分やらせていただいているのですけれども、どういうふうに評価していいかがすごく

わかりづらいもの、この評価のあり方というのをもう少し検討していただけるといいのか

なと思いました。 

 以上です。 

【佐藤委員】  私もちょっと、国土形成計画については何を評価するんだろうと考えて

いて、例えば一つの軸として、子供の数とか人口が減少する中において、持続性のある地

域を維持するという話があったと思うのですけれども、ただ、他方では、地域再編成とか、

コンパクトシティーとか、スマートシュリンキングとか、今ある地域をそのまま維持する

というよりは、もう少し人口配分の再編成したらという議論も一方ではあるわけで、です

から、どういうレベルで、つまり、今ある村や町を維持していく上において、どういう政

策があって、それに対してどんな効果があるのかと考えると、そもそも論として、地域の

総合力とか持続力というけれども、果たしてどこまで現状において可能なのか、持続可能

な地域の形成というやつですね。今置かれている状況において、この目標自体はどこまで

達成可能なものなのか、そこまで検証するものなのか、その辺の相場観がよくわからない

ので。 

【北本課長】  ３ページ目と４ページ目に、モニタリングのご説明をさせていただいて

おりますけれども、その左側の青くなっているところでございますけれども、１、東アジ
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アとの円滑な交流・連携に、持続可能な地域の形成等々、５つの戦略的目標というものが

この計画の第１部のところで設定されてございます。 

 そうしまして、このモニタリングにおきましては、それぞれの５つの戦略的目標の下に、

さらに（１）（２）とあるかと思いますけれども、それぞれのサブ目標と呼んでございま

すけれども、サブ目標ごとに１つずつ代表指標というものを設定して、評価してございま

す。それが真ん中の本体といいますか、青字くなっているところでございますけれども、

それぞれの代表指標をもとに評価をしてございます。 

 それからもう一つ、右側のところでございますけれども、国民の実感のモニタリングと

いうことで、これはアンケート調査をもとに評価してございます。 

 もう一つでございますが、４ページ目の下半分のところでございますけれども、各府省

が公表してございます政策評価指標といったものをもとに、ここでは定性的な文章表現の

みでございますけれども、実はこの水面下には、１１の府省が公表しております５８６の

政策評価指標をベースにしながら、このような評価をしてございます。計画には、確かに

いろいろなことが書いてございますけれども、それぞれの達成状況につきまして、こうい

ったさまざまな角度から、今年度につきましても評価していきたいと考えてございます。 

【上山座長】  私も、国土形成計画はなかなか難しいと思う。しかし、名前が「計画」

になっているから、ＰＤＣＡみたいな議論になりがちで、これは実はそもそもだれがやる

のかが必ずしも明確でない計画だと思うのです。あえていうと国としてということになる

が、そういうものもあってもいいのかなと思う。 

 政策評価は普通、責任主体があって、ＰＤＣＡで管理ができる。けれども、これはそも

そも管理という概念になじまない事業じゃないかと思うのです。だけど、つくることには

意味があり、だれかがこれをつくり、かつモニタリングして、状況を把握して、いろいろ

な人に知らせる。そのこと自体に意味がある。いろいろなことが実際わかっているわけで

すね。 

 なので、あえて言うと、私は、このモニタリング自体をもっと徹底してやるのが一つの

レビューの方法かと。それからもう一つは、モニタリングしてわかってきた情報、これを

どんな人たちがどう使っているのか、あるいは計画そのものがどれぐらい知られているか

です。自治体の人とか他省庁の人たちがどれぐらい、この体系とかモニタリング情報を使

っているのか。「売れ方」と言うと変な言い方ですけれども、「受け方」をみたほうが政

策評価らしいという感じがする。だから、ちょっと冒険してみてもいいのではないか。Ｐ
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ＤＣＡという枠にあまりこだわらないほうがいい気がします。 

【北本課長】  ちょっとコメントさせていただきたいと思います。確かにこのモニタリ

ングは、実は平成１９年度から２１年度にかけまして、いろいろな研究会、当時の政策評

価会の委員でもございました筑波大学の石田東生先生などにも加わっていただきながら、

体系としてつくったものでございますけれども、さらに、本日は概要だけでございますけ

れども、さまざまな指標を見てございますので、つぶさに分析していきたいと考えてござ

います。 

 それから、このモニタリングでございますけれども、ホームページに掲載してございま

すけれども、そういったものがどれだけ活用されているのかといった視点も考えてまいり

たいと考えてございます。 

 どうもありがとうございます。 

【上山座長】  それでは、いいでしょうか。 

 どうぞ。 

【小林企画調整官】  １点、お願いなのですが、この後、政策レビューのほうは担当の

先生をお決まめになると伺っております。今お話ししたように、当方では、分科会で点検

をスタートしているので、担当の先生が決まりましたら、できるだけ早くご指導賜りたい

と思います。次の評価会前からいろいろご相談させていただきたいと思いますので、よろ

しくお願いいたします。 

【渡邉政策評価企画官】  それでは、個別の説明は以上で終わらせていただきます。 

【上山座長】  それでは、議題は一応すべて終了ということで、あと、各委員に個別指

導の担当をお願いした上で、別途皆様にご連絡が行くと思います。それは、各局と我々の

ほうで決めさせていただきたいと思います。 

 では、議事進行を事務局に返します。 

【渡邉政策評価企画官】  それでは、先生方のところに１枚、希望調査というので、マ

ル・バツをつけていただくように置いておりますので、そこに書いていただければ、それ

を参考に、座長と相談して、担当を決めさせていただきたいと思います。よろしくお願い

します。 

【大竹企画専門官】  貴重な多くのご意見をいただき、どうもありがとうございました。

今後の政策評価の実施に活かしていきたいと考えております。 

 政策評価会の議事録については、先生方のご確認をいただいた後、ホームページで公開
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いたしますので、後日、ご協力をお願いします。 

 なお、資料につきましては、大部にわたりますので、お席に置いていただければ、後ほ

ど郵送させていただきます。 

 本日はどうもありがとうございました。 
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